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(57)【要約】
　本開示は、少なくとも１つのカチオン性ポリマー及びアニオン性界面活性剤を含む安定
した色の維持及び／又は再生のための組成物、並びにそれを提供するための方法に関する
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成物であって、
　ａ．構造化相であって、カチオン性ポリマー及びアニオン性界面活性剤を含む一次粒子
を含み、前記一次粒子の５０％～１００％が、０．０５μｍ～５００μｍの粒径を有する
、構造化相と、
　ｂ．任意に、コロイド粒子であって、一次粒子を含み、前記コロイド粒子の０．１％～
７０％が、０．０５μｍ～１０００μｍの粒径を有する、コロイド粒子と
　を含み、前記組成物が、組成物の総重量に基づき、前記組成物の０．００５重量％～３
０重量％のカチオン性ポリマーを含み、好ましくは前記カチオン性ポリマーが、カチオン
性多糖類、ポリエチレンイミン及びその誘導体、ポリ（アクリルアミド－コ－塩化ジアリ
ルジメチルアンモニウム）、ポリ（アクリルアミド－塩化メタクリルアミドプロピルトリ
メチルアンモニウム）、ポリ（アクリルアミド－コ－Ｎ、Ｎ－ジメチルアミノエチルアク
リレート）及びその四級化された誘導体、ポリ（アクリルアミド－コ－Ｎ、Ｎ－ジメチル
アミノエチルメタクリレート）及びその四級化された誘導体、ポリ（ヒドロキシエチルア
クリレート－コ－ジメチルアミノエチルメタクリレート）、ポリ（ヒドロキシプロピルア
クリレート－コ－ジメチルアミノエチルメタクリレート）、ポリ（ヒドロキシプロピルア
クリレート－コ－塩化メタクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウム）、ポリ（アク
リルアミド－コ－塩化ジアリルジメチルアンモニウム－コ－アクリル酸）、ポリ（アクリ
ルアミド－塩化メタクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウム－コ－アクリル酸）、
ポリ（塩化ジアリルジメチルアンモニウム）、ポリ（ビニルピロリドン－コ－ジメチルア
ミノエチルメタクリレート）、ポリ（エチルメタクリレート－コ－四級化ジメチルアミノ
エチルメタクリレート）、ポリ（エチルメタクリレート－コ－オレイルメタクリレート－
コ－ジエチルアミノエチルメタクリレート）、ポリ（アクリレート－コ－メタクリルアミ
ドプロピルトリメチルアンモニウム、ポリ（メタクリレート－コ－メタクリルアミドプロ
ピルトリメチルアンモニウム、ポリ（塩化ジアリルジメチルアンモニウム－コ－アクリル
酸）、ポリ（ビニルピロリドン－コ－四級化ビニルイミダゾール）及びポリ（アクリルア
ミド－コ－メタクリロアミドプロピル－ペンタメチル－１、３－プロピレン－２－オール
－アンモニウムジクロリド）、より好ましくはポリ（塩化ジアリルジメチルアンモニウム
－コ－アクリル酸）、及びこれらの混合物からなる群から選択される、組成物。
【請求項２】
　前記カチオン性ポリマーが、７のｐＨで測定された場合、０．０５～２５ｍｅｑ／ｇの
電荷密度、及び５００～１０，０００，０００ダルトンの重量平均分子量、好ましくは５
００ダルトン～３７，５００ダルトンの重量平均分子量及び０．１ｍｅｑ／ｇ～１２ｍｅ
ｑ／ｇの電荷密度を有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記組成物が、前記組成物の０．１重量％～５０重量％のアニオン性界面活性剤、好ま
しくはアルキルエトキシル化硫酸塩を含む、請求項１又は２に記載の組成物。
【請求項４】
　前記組成物が、前記組成物の０．０１重量％～５重量％の非イオン性界面活性剤、好ま
しくは０．０１重量％～５重量％の直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩を含む、請求項１
～３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項５】
　前記アニオン性界面活性剤の前記ＨＬＢが、７～１１である、請求項１～４のいずれか
一項に記載の組成物。
【請求項６】
　前記組成物が、前記組成物中の前記アニオン性界面活性剤及びカチオン性ポリマーに基
づき、１００～０．０１のＡＣＤ：ＣＣＤ比率を含む、請求項１～５のいずれか一項に記
載の組成物。
【請求項７】
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　前記組成物が、洗剤の形態であり、２．３以上のＡＣＤ：ＣＣＤ比率を有する、請求項
１～６のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項８】
　前記組成物が、添加剤の形態であり、０．７９以上のＡＣＤ：ＣＣＤ比率を有する、請
求項１～７のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項９】
　前記組成物が、前記組成物の総重量に基づき、０．００１％～１．０％の外部構造剤を
含む、請求項１～８のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１０】
　前記組成物が、分散剤を含む、請求項１～９のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１１】
　前記組成物が、好ましくはアミノシリコーン、シリコーンポリエーテル、シリコーンウ
レタン、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される有機シリコーンを含む、請求
項１～１０のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１２】
　前記組成物が、２５℃で測定された場合、２０／秒で１０～２０，０００センチポアズ
の流動粘度、及び０．０５／秒で１０，０００ｃｐｓ～２２５，０００ｃｐｓの静止粘度
を有する、請求項１～１１のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１３】
　前記構造化相が、前記組成物の０．５体積％～１００体積％を含む、請求項１～１２の
いずれか一項に記載の組成物。
【請求項１４】
　２５℃で測定された場合、３．１４２ｒａｄ／秒のひずみ掃引で測定される０．５Ｐａ
～５０，０００ＰａのＧ’、及び３．１４２ｒａｄ／秒のひずみ掃引で測定される０．５
Ｐａ～５０，０００ＰａのＧ”を有する、請求項１～１３のいずれか一項に記載の組成物
。
【請求項１５】
　前記一次粒子が、２５℃で測定された場合１．３～１．６の繊維の屈折率を有する、請
求項１～１４のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１６】
　前記組成物が、洗浄条件下で０．００５μｍ～１０００μｍの粒径を含む、請求項１～
１５のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１７】
　洗浄条件下の前記組成物が、本試験方法を利用して測定される場合、２５℃で１０～１
，０００，０００Ｐａの粘弾性係数を有するコアセルベートを含む、請求項１～１６のい
ずれか一項に記載の組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　例えば、色処置利益などの１つ以上の利益を提供することができる、布地ケア組成物の
使用及び作成のための組成物及び方法を開示する。
【背景技術】
【０００２】
　布地の種類によって、染色された衣類は退色及び色落ちする傾向がある。これは、衣類
の非着用及び／又は消費者の不満をもたらし得る。濃い色は特に退色又は色落ちを起こし
やすい。退色又は摩耗した布地に色を回復させる１つの手段は、染料の使用によるもので
ある。着色、退色、又は摩耗した布地を回復させるために染料組成物が使用され得るが、
染色組成物は、一般に複雑な工程を必要とし、使用が面倒であり、布地の色合わせを必要
とし、多くの場合困難であり得る。したがって、そのような方法は消費者にとって不便で
あり得る。



(4) JP 2012-500892 A 2012.1.12

10

20

30

40

50

【０００３】
　カチオン性ポリマーを使用して、布地ケア利益を提供することができる。しかしながら
、カチオン性ポリマーは正電荷を持つため、そのようなポリマーは、洗剤組成物にしばし
ば使用されるアニオン性界面活性剤などのアニオン性剤と配合することが困難であり得る
。これは特に、カチオン性ポリマーがより高濃度で使用される場合に当てはまる。事実、
カチオン性ポリマーは、高濃度で、洗剤組成物に使用されるアニオン性界面活性剤と凝集
する傾向があり、注ぐことができない、相分離混合物を形成し、それは消費者用途には不
適合である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　したがって、十分に安定的であり得、消費者に受け入れられるレオロジー特性を有し、
染料の使用又は未使用下での色の維持及び／又は再生の利益を提供する製品の必要性が存
在する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　例えば、色処置利益などの１つ以上の利益を提供することができる、布地ケア組成物の
使用及び作成のための組成物及び方法を開示する。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　本明細書で使用するとき、請求項で使用される場合の冠詞「ａ」及び「ａｎ」は、特許
請求又は記載されるもののうちの１つ以上を意味すると理解される。
【０００７】
　本明細書で使用するとき、「含む」という用語は、本開示の組成物の調製においてとも
に使用される種々の構成成分を意味する。それ故に、「本質的に～からなる」及び「～か
らなる」という用語は、含むという用語に含まれる。
【０００８】
　本明細書で使用するとき、「添加剤」という用語は、洗浄プロセスの間に布地に利益を
付与するために、洗剤とは別々に（しかし、前、後、又は同時にを含む）使用され得る組
成物又は材料を意味する。
【０００９】
　本明細書で使用するとき、「コアセルベート」という用語は、水性環境下でのカチオン
性ポリマーとアニオン性界面活性剤の結合によって形成される粒子を意味する。「コアセ
ルベート」という用語は、「一次粒子」「コロイド粒子」、及び「凝集粒子」の用語と同
義的に使用され得る。
【００１０】
　本明細書で使用するとき、「コロイド粒子」という用語は、一次粒子の凝集を意味する
。
【００１１】
　本明細書で使用するとき、「電荷密度」という用語はポリマー自体に言及され、モノマ
ー原料油と異なってよい。電荷密度は、繰り返し単位当たりの正味電荷数を、繰り返し単
位の分子量で除することにより計算され得る。正電荷は、ポリマーの主鎖上及び／又はポ
リマーの側鎖上に配置し得る。アミンモノマーを用いたポリマーでは、電荷密度はキャリ
アのｐＨに依存する。これらのポリマーでは、電荷密度はｐＨ７で測定される。ＡＣＤは
、アニオン電荷密度を指し、ＣＣＤはカチオン電荷密度を指す。
【００１２】
　本明細書で使用するとき、「使用ごとのアニオン性電荷密度（ＡＣＤ）」という用語は
、分配される組成物の単回量の体積中に存在する負電荷の量を意味する。例として、３９
０ｇ／ｍｏｌの分子量を有する界面活性剤２２．２％を含む７８ｇの洗剤の単回量は次の
ように算出されたＡＣＤを有する：７８ｇ×０．２２２＝１７．３ｇ／アニオン性界面活
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性剤単回量；ｍｏｌ当たり１負電荷又はアニオン性界面活性剤に対して１当量の電荷＝１
７．３×１ＡＣＤ／３９０×１０００＝４４．３ｍｅｑアニオン性電荷／単回量。
【００１３】
　本明細書で使用するとき、「使用ごとのカチオン電荷密度（ＣＣＤ）」という用語は、
分配される組成物の単回量の体積中に存在する正電荷の量を意味する。例として、１５０
，０００の分子量及び１６１．６７ｇ／ｍｏｌのモノマー分子量を有するカチオン性ポリ
マー４％を含む７８ｇの洗剤の単回量は、次のように算出されたＣＣＤを有するであろう
。ポリマー電荷密度は、１／１６１．６７×１０００又は６．１９ｍｅｑ／ｇ、及びＣＣ
Ｄは、７８ｇ×０．０４×６．１９、又は１９．３ｍｅｑ／単回量。
【００１４】
　本明細書で使用するとき、衣類に適用される用語「黒」という用語は、Ｈｕｎｔｅｒ　
Ｌで測定したとき、Ｌ値が約０～約１８までの範囲にある色として定義されてよい。黒色
規格の例は、Ｇｉｌｄａｎ　ｔｅｘｔｉｌｅ　ｃｏｍｐａｎｙ、６００　ｄｅ　Ｍａｉｓ
ｏｎｎｅｕｖｅ　Ｗｅｓｔ，３３ｒｄ　Ｆｌｏｏｒ，Ｍｏｎｔｒｅａｌ（Ｑｕｅｂｅｃ）
，Ｈ３Ａ　３Ｊ２　Ｃａｎａｄａによって製造及び販売される黒色Ｔシャツの黒色として
使用される、パレット番号１９－４００５ｔｃである。この色はまた、ＣＭＹＫ色モデル
の１００－３５－０－１００と一致し、ＣＭＹＫはシアンのＣ、マゼンタのＭ、イエロー
のＹ、及びブラックであるキーのＫと定義される。ＣＭＹＫ　ＩＳＯ標準は、ＩＳＯ　１
２６４０－１：１９９７であり、ｗｗｗ．ｉｓｏ．ｏｒｇでアクセスすることができる。
【００１５】
　本明細書で使用するとき、「カチオン性ポリマー」という用語は、正味のカチオン性電
荷を持つポリマーを意味する。
【００１６】
　本明細書で使用するとき、布地に適用されるような「ドライ」という用語は、約１４％
の残留水分を持つ布地を意味する。
【００１７】
　本明細書で定義される、成分の「本質的に存在しない」という用語は、それが組成物に
意図的に取り入れられる量でないことを意味する。
【００１８】
　本明細書で使用するとき、「外部構造剤」という用語は、組成物の中に存在する洗浄性
界面活性剤のあらゆる構造化効果から独立した、又は構造化効果に外因性の洗剤組成物に
構造を提供する、選択された化合物又は化合物の混合物に言及する。
【００１９】
　本明細書で使用するとき、「布地ケア及び／又は洗浄組成物」は、手洗い、機械洗濯及
び／又は他の目的のための布地ケア組成物を含み、布地ケア添加剤組成物及び浸漬及び／
又は布地の前処理における使用に適した組成物を含む。それらは、例えば、洗濯洗剤、布
地コンディショナー及び／又は他の洗浄、すすぎ、ドライヤー付加生成物、及びスプレー
の形態を取ってよい。液体形態の布地ケア組成物は、水性キャリアであり得る。他の態様
においては、布地ケア組成物は、粒状洗剤又は乾燥機仕上げの柔軟剤シートの形態であり
得る。特に指示がない限り、「布地ケア及び／又は洗浄組成物」という用語は、粒状又は
粉末形態の汎用又は「ヘビーデューティ」洗浄剤、特に洗浄用洗剤と、液体、ジェル、又
はペースト形態の汎用洗浄剤、特にいわゆる、ヘビーデューティ液体タイプ、液体のきめ
の細かい布地用洗剤と、漂白添加剤及び「ステインスティック」又は前処理タイプ、基質
を含んだ製品、ドライ及びウエット拭き取り布及びパット、不織布基質、並びにスポンジ
等の洗浄用助剤と、スプレー及びミストを含む。布地ケア及び／又は洗浄組成物は、フォ
イル若しくはプラスチックパウチ又はポリビニルアルコール（ＰＶＡ）パウチなどの水溶
性パウチ、薬剤ボール又は容器、プルタブ、スクリューキャップ、フォイル又はプラスチ
ックカバーなどの容易に開封できる密閉容器、及び同類のもの、又は当該技術分野におい
て既知の他の容器を含むパウチの形態で提供されてよい。１つの態様では、組成物は圧縮
されて、約１５％未満の水分、又は約１０％未満の水分、又は約７％未満の水分を含んで
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よい。
【００２０】
　本明細書で使用するとき、「高い電荷密度」は、約１ｍｅｑ／ｇを超える電荷密度を意
味する。「低い電荷密度」は、約１ｍｅｑ／ｇ未満の電荷密度を意味する。
【００２１】
　本明細書で使用するとき、「高分子量」という語句は、約１，０００，０００ｋＤを超
える分子量を意味する。「低分子量」というこ語句は、約１，０００～約５００，０００
ｋＤの分子量を意味する。
【００２２】
　本明細書で使用するとき、「等方性」は（可視的な濁り及び／又は分散した粒子を有し
ていない）及び均一の透明な外見を有する透明の混合物を意味する。
【００２３】
　本明細書で使用するとき、「Ｌ＊Ｃ＊ｈ色空間」及び「Ｌ＊ａ＊ｂ＊色空間」は、Ｈｕ
ｎｔｅｒ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙにより開発され、色及び染色さ
れた物品の色における変化を測定するのに、Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉ
ｏｎａｌｅ　ｄ’Ｅｃｌａｉｒａｇｅ（「ＣＩＥ」）により推奨されている三次元比色モ
デルである。ＣＩＥ　Ｌ＊ａ＊ｂ＊色空間（「ＣＩＥＬＡＢ」）は、３組の軸を持つスケ
ールを有し、Ｌ軸は色空間の明度（黒についてはＬ＊＝０、白についてはＬ＊＝１００）
を表し、ａ＊軸は赤～緑の色空間（赤についてはａ＊＞０、緑についてはａ＊＜０）を表
し、ｂ＊軸は黄～青の色空間（黄についてはｂ＊＞０、青についてはｂ＊＜０）を表す。
Ｌ＊Ｃ＊ｈ色空間は、極性色空間についてほぼ均一なスケールである。ＣＩＥ　Ｌ＊Ｃ＊

ｈ色空間（「ＣＩＥＬＣｈ」）スケール値は、機器で測定され、また、ＣＩＥＬＡＢスケ
ール値から計算され得る。本明細書で使用するとき、ＤＥ＊

ＣＭＣ値は、最初のＬ＊Ｃ＊

ｈ値と最終的なＬ＊Ｃ＊ｈ値との間のＬ＊ａ＊ｂ＊空間の距離に関連するベクトルを包含
する。本明細書で使用するとき、ＤＥ＊値は、最初のＬ＊ａ＊ｂ値と最終的なＬ＊ａ＊ｂ
値との間のＬ＊ａ＊ｂ＊空間の距離に関連するベクトルを包含する。Ｌ＊明度値は、ＣＩ
ＥＬＣｈ及びＣＩＥＬＡＢ色スケールで同一である。Ｃ＊値（彩度）及びｈ値（色相）は
、ＣＩＥＬＡＢスケールのａ＊及びｂ＊値から計算され得る。すべての色は、Ｌ＊ａ＊ｂ
＊の組み合わせにより表され、色の変化は最初の色と最終的な色との間の組み合わせの差
異に相当するベクトルにより表される。用語の定義と式の誘導は、Ｈｕｎｔｅｒ　Ａｓｓ
ｏｃｉａｔｅｓ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ，Ｉｎｃ．から、及び、ｗｗｗ．ｈｕｎｔｅｒｌ
ａｂ．ｃｏｍから入手可能である。
【００２４】
　本明細書で定義される、「安定的な」は、米国特許出願第２００８／０２６３７８０　
Ａ１号で説明されるＦｌｏｃ　Ｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｔｅｓｔを用いて測定されるとき、
少なくとも約２週間、又は少なくとも４週間、又は約１ヶ月を超える若しくは４ヶ月を超
える期間中、可視的な相分離が観測されないことを意味する。
【００２５】
　本明細書で使用するとき用語、布地の「色再生」又は「色復元」という用語は、着色又
は染色布地の外見を増強すること、又はより鮮明な若しくは鮮やかな着色又は染色布地の
外見を作り出すことを意味する。再生又は復元は、本明細書で説明される方法を用いてΔ
Ｌ値を算出することにより実験的に測定されることができ、そこで処理された布地は約－
０．０１を超えるΔＬ値を有する。用語は、退色した布地の顕色を修復させ、かつ新規又
は退色した布地の顕色を「新規よりも優れたもの」に改善させることを含む。
【００２６】
　本明細書で使用するとき、「構造化相」は、遠心分離によって分離されたときの一次粒
子及び／又はコロイド粒子を含む組成物の部分を意味する。
【００２７】
　本明細書で使用するとき、「連続的な相」という用語は、遠心分離によって粒子から実
質的に遊離した組成物の部分を意味する。
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【００２８】
　本明細書で使用するとき、「滞留時間」という用語は、液体が混合チャンバ内に残存す
る平均的時間を意味し、液体の流れが、混合チャンバから出る流れの流量によって割られ
たパワー入力の最高濃度を受容するところの、デバイスの活性物質体積を算出することに
よって測定されてよい。
【００２９】
　本明細書で使用するとき、「単位用量」は、例えば約０．０５ｇ～約１００ｇ、若しく
は１０ｇ～約６０ｇ、又は約２０ｇ～約４０ｇ等の洗濯１回分を処理するために好適な布
地ケア組成物の量を意味する。
【００３０】
　すべての測定は、特別の定めのない限り、２５℃で実施される。
【００３１】
　現在の出願で開示される試験方法は、出願者の発明のパラメーターのそれぞれの値を測
定するために用いられる。
【００３２】
　特に記載のない限り、成分又は組成物の濃度はすべて、当該成分又は組成物の活性部分
に関するものであり、かかる成分又は組成物の市販の供給源に存在し得る不純物、例えば
残留溶媒又は副生成物は除外される。
【００３３】
　理論によって制限されることなく、出願者は開示された組成物のカチオン性ポリマーが
、アニオン性界面活性剤と合着してコアセルベート系を形成することを確信している。コ
アセルベートは同様に、処理された布地の繊維上の薄い被膜の形成を介して、染料の必要
性なしに、処理された布地に利益を供給する。これは次に、色あせた又は摩耗した布地の
外見の一因となる光の回折を減らす。更なる態様において、出願者は開示される組成物及
び方法が、上述の不安定性の問題に取り組んでいることを認識している。理論によって拘
束されることなく、出願者は、システムの安定性が、特定の分子量範囲及び電荷密度を有
する特定のポリマーの選択によって影響を受け得ることを確信する。この態様において、
出願者は、分子量が高すぎる及び電荷密度が高すぎるポリマーの使用が、アニオン性界面
活性剤との組み合わせによって、凝集につながる可能性があること、並びにこの影響は、
高分子量－低電荷密度ポリマーの選択又は低分子量－高電荷密度ポリマーの選択によって
緩和される可能性があることを見出している。他の態様では、出願者は、粒塊の粒径が、
制御可能であり、そのような粒径が、比較的高レベルのカチオン性ポリマー及びアニオン
性界面活性剤の両方を含む組成物の安定性に寄与する可能性があることを認識している。
【００３４】
　組成物－ａ）構造化相であって、その構造化相が、カチオン性ポリマー及びアニオン性
界面活性剤を含む一次粒子を含み、その一次粒子の約５０％～１００％、又は約６０％～
約７０％、又は約８０％～９０％が、約０．０１μｍ～約５００μｍ、又は約０．１μｍ
～約２５０μｍ、又は約０．５μｍから約５０μｍの一次粒径を有する、構造化相と、ｂ
）任意に、コロイド粒子であって、そのコロイド粒子が、一次粒子を含み、そのコロイド
粒子の約７０％～１００％、又は約８０％～９０％が約０．０１μｍ～約１０００μｍ、
又は約０．１μｍ～約５００μｍ、又は約０．５μｍ～約１００μｍ、又は約１．０μｍ
～約５０μｍの粒径を有する、コロイド粒子を含む、組成物が開示される。
【００３５】
　カチオン性ポリマー－一態様においては、組成物は、約０．１重量％～約３０重量％、
約０．５重量％～約２０重量％、約１．０重量％～約１０重量％、又は約１．５重量％～
約８重量％のカチオン性ポリマーの組成物を含み得る。一態様においては、カチオン性ポ
リマーは、好適な反応開始剤又は触媒を用いて、エチレン部が不飽和モノマーの重合によ
って生成されたカチオン性ポリマーを含み得る。これらは、国際公開特許ＷＯ　００／５
６８４９号及び米国特許第６，６４２，２００号に開示される。
【００３６】
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　一態様においては、カチオン性ポリマーは、カチオン性又は両性多糖類、ポリエチレン
イミン及びその誘導体、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジア
ルキルアミノアルキルメタクリレート、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルアクリルアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルメタクリルアミド、四級化されたＮ、Ｎジアルキ
ルアミノアルキルアクリレート、四級化されたＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルメタク
リレート、四級化されたＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルアクリルアミド、四級化され
たＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルメタクリルアミド、メタクリロアミドプロピル－ペ
ンタメチル－１，３－プロピレン－２－オール－二塩化アンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ’
，Ｎ’，Ｎ”、Ｎ”－ヘプタメチル－Ｎ”－３－（１－オキソ－２－メチル－２－プロペ
ニル）アミノプロピル－９－オキソ－８－アゾ－デカン－１，４，１０－三塩化トリアン
モニウムからなる群から選択される１つ以上のカチオン性モノマーを重合することによっ
て作成された合成ポリマー、ビニルアミン及びその誘導体、アリルアミン及びその誘導体
、ビニルイミダゾール、四級化されたビニルイミダゾール及び塩化ジアリルジアルキルア
ンモニウム、並びにそれらの組み合わせからなる群から選択される。カチオン性ポリマー
は、任意に、アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアクリルアミド、メタクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジアルキルメタクリルアミド、Ｃ１～Ｃ１２アクリル酸アルキル、Ｃ１～Ｃ１２

アクリル酸ヒドロキシアルキル、アクリル酸ポリアルキレングリオール、Ｃ１～Ｃ１２メ
タクリル酸アルキル、Ｃ１～Ｃ１２メタクリル酸ヒドロキシアルキル、メタクリル酸ポリ
アルキレングリコール、酢酸ビニル、ビニルアルコール、ビニルホルムアミド、ビニルア
セトアミド、ビニルアルキルエーテル、ビニルピリジン、ビニルピロリドン、ビニルイミ
ダゾール、ビニルカプロラクタム、及び誘導体、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸
、ビニルスルホン酸、スチレンスルホン酸、アクリルアミドプロピルメタンスルホン酸（
ＡＭＰＳ）並びにそれらの塩からなる群から選択される第２のモノマーを含み得る。ポリ
マーは、２つを超えるモノマーから作成されるターポリマーであり得る。ポリマーは、所
望により、分枝及び架橋モノマーを使用することにより、分枝状であり得、又は架橋され
ていてもよい。分枝及び架橋モノマーは、エチレングリコールジアクリレートジビニルベ
ンゼン、及びブタジエンを含む。一態様においては、カチオン性ポリマーは、国際公開特
許ＷＯ第００／５６８４９号及び米国特許第６，６４２，２００号に開示されるもの等の
、好適な反応開始剤又は触媒を使用するエチレン系不飽和モノマーの重合によって生成さ
れるものを含み得る。一態様においては、カチオン性ポリマーは、全体のポリマーが周囲
条件下で中性になるように電荷中和アニオンを含み得る。好適な対イオンとしては、（使
用中に生成されたアニオン種に加えて）塩化物、臭化物、硫酸、硫酸メチル、スルホン酸
、メチルスルホン酸、炭酸塩、重炭酸塩、ギ酸塩、アセタート、クエン酸塩、硝酸塩、及
びそれらの混合物が挙げられる。
【００３７】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、ポリ（アクリルアミド－コ－塩化ジアリル
ジメチルアンモニウム）、ポリ（アクリルアミド－メタクリルアミドプロピルトリメチル
塩化アンモニウム）、ポリ（アクリルアミド－コ－Ｎ，Ｎ－アクリル酸ジメチルアミノエ
チル）及びその四級化された誘導体、ポリ（アクリルアミド－コ－Ｎ，Ｎ－メタクリル酸
ジメチルアミノエチル）及びその四級化された誘導体、ポリ（ヒドロキシアクリル酸エチ
ル－コ－メタクリル酸ジメチルアミノエチル）、ポリ（アクリル酸ヒドロキシプロピル－
コ－メタクリル酸ジメチルアミノエチル）、ポリ（アクリル酸ヒドロキシプロピル－コ－
塩化メタクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウム）、ポリ（アクリルアミド－コ－
塩化ジアリルジメチルアンモニウム－コ－アクリル酸）、ポリ（アクリルアミド－塩化メ
タクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウム－コ－アクリル酸）、ポリ（塩化ジアリ
ルジメチルアンモニウム）、ポリ（ビニルピロリドン－コ－メタクリル酸ジメチルアミノ
エチル）、ポリ（メタクリル酸エチル－コ－四級化されたメタクリル酸ジメチルアミノエ
チル）、ポリ（メタクリル酸エチル－コ－メタクリル酸オレイル－コ－メタクリル酸ジエ
チルアミノエチル）、ポリ（塩化ジアリルジメチルアンモニウム－コ－アクリル酸）、ポ
リ（ビニルピロリドン－コ－四級化されたビニルイミダゾール）、及びポリ（アクリルア
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ミド－コ－メタクリロアミドプロピル－ペンタメチル－１，３－プロピレン－２－オール
－二塩化アンモニウム）からなる群から選択され得る。これらのカチオン性ポリマーとし
ては、国際化粧品原料命名法で命名される、専門用語のポリクアテルニウム－１、ポリク
アテルニウム－５、ポリクアテルニウム－６、ポリクアテルニウム－７、ポリクアテルニ
ウム－８、ポリクアテルニウム－１１、ポリクアテルニウム－１４、ポリクアテルニウム
－２２、ポリクアテルニウム－２８、ポリクアテルニウム－３０、ポリクアテルニウム－
３２、及びポリクアテルニウム－３３を挙げることができ、かつそれらによって更に説明
され得る。
【００３８】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、カチオン性アクリルベースのポリマーを含
み得る。一態様においては、カチオン性ポリマーは、カチオン性ポリアクリルアミドを含
み得る。一態様においては、カチオン性ポリマーは、ポリ（アクリルアミド－Ｎ，Ｎ－ア
クリル酸ジメチルアミノエチル）及びその四級化された誘導体を含み得る。一態様におい
ては、カチオン性ポリマーは、ＢＴＣ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，ＢＡ
ＳＦ　Ｇｒｏｕｐ、Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎ．Ｊ．から、Ｓｅｄｉｐｕｒ（登録商
標）という商標名で販売されるものであり得る。
【００３９】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、ポリ（アクリルアミド－コ－メタクリルア
ミドプロピルトリメチル塩化アンモニウム）を含み得る
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍ
ｉｃａｌｓ，ＢＡＳＦ　ｇｒｏｕｐ、Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎ．Ｊ．から、Ｒｈｅ
ｏｖｉｓ（登録商標）ＣＤＥという商標名で販売されるか、又は米国特許出願第２００６
／０２５２６６８号に開示されるもの等のアクリルアミドベースではないポリマーを含み
得る。
【００４０】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、ポリエチレンイミン又はポリエチレンイミ
ン誘導体を含み得る。一態様においては、カチオン性ポリマーは、ＢＡＳＦ，ＡＧ，Ｌｕ
ｇｗｉｇｓｃｈａｅｆｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙによって、Ｌｕｐａｓｏｌ（登録商標）とい
う商標名で販売されるもの等のポリエチレンイミンであり得る。
【００４１】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、エピクロロヒドリンとのアミン及びオリゴ
アミンの反応生成物であるアルキルアミン－エピクロロヒドリンポリマーを含み得る。こ
れらには、米国特許第６，６４２，２００号及び同第６，５５１，９８６号に記載される
ポリマーが挙げられる。例としては、ジメチルアミン－エピクロロヒドリン－エチレンジ
アミン、及びＣｌａｒｉａｎｔ，Ｂａｓｌｅ，Ｓｗｉｔｚｅｒｌａｎｄから、Ｃａｒｔａ
ｆｉｘ（登録商標）ＣＢ及びＣａｒｔａｆｉｘ（登録商標）ＴＳＦという商標名で入手可
能なものが挙げられる。
【００４２】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、ポリカルボン酸とのポリアルキレンポリア
ミドのポリアミドアミン－エピクロロヒドリン（ＰＡＥ）樹脂を含む、合成カチオン性ポ
リマーを含み得る。最も一般的なＰＡＥ樹脂は、エピクロロヒドリンと後続反応される、
ジエチレントリアミンとアジピン酸の縮合生成物である。それらは、Ｈｅｒｃｕｌｅｓ　
Ｉｎｃ．ｏｆ　Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ　ＤＥから、Ｋｙｍｅｎｅ（商標）という商標名、
又はＢＡＳＦ　ＡＧ（Ｌｕｄｗｉｇｓｈａｆｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ）から、Ｌｕｒｅｓｉ
ｎ（商標）という商標名で入手可能である。これらのポリマーは、Ｌ．Ｌ．Ｃｈａｎ，Ｔ
ＡＰＰＩ　Ｐｒｅｓｓ（１９９４），ｐｐ．１３～４４によって編集された、Ｗｅｔ　Ｓ
ｔｒｅｎｇｔｈ　ｒｅｓｉｎｓ及びそれらの明細書に説明されている。
【００４３】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、カチオン性又は両性多糖類からなる群から
選択され得る。一態様においては、カチオン性ポリマーは、カチオン性及び両性セルロー
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スエーテル、カチオン性又は両性ガラクトマンナン、カチオン性グアーゴム、カチオン性
又は両性デンプン、及びそれらの組み合わせからなる群から選択されるポリマーを含み得
る。
【００４４】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、ポリマーが正味正電荷を保有するときに、
両性ポリマーを含み得る。一態様においては、そのポリマーは、約０．０５～約１８ミリ
当量／ｇのカチオン電荷密度を有し得る。
【００４５】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、組成物の目的の用途のｐＨで、約０．００
５～約２３、約０．０１～約１２、又は約０．１～約７ミリ当量／ｇのカチオン電荷密度
を含み得る。アミン含有のポリマーついて、電荷密度は、組成物のｐＨに依存するが、電
荷密度は、生成物の目的の用途のｐＨで測定される。そのようなｐＨは、一般的に約２～
約１１、より一般的には約２．５～約９．５の範囲である。電荷密度は、繰り返し単位ご
との正味の電荷数を繰り返し単位の分子量で割ることにより算出される。正電荷は、ポリ
マーの主鎖上及び／又はポリマーの側鎖上に配置し得る。
【００４６】
　一態様においては、カチオン性ポリマーは、ＲＩ検出のポリエチレンオキシド基準に対
するサイズ排除クロマトグラフィーによる測定を基にして、約５００～約５，０００，０
００、又は約１，０００～約２，０００，０００、又は約２，５００～約１，５００，０
００ダルトンの重量平均分子量を有し得る。一態様においては、カチオン性ポリマーの分
子量は、約５００～約３７，５００ｋＤであり得る。カチオン性ポリマーはまた、分子量
及び電荷密度の両方においても幅がある。カチオン性ポリマーは、約ｐＨ　３～約ｐＨ　
９までのｐＨで、約０．０５ｍｅｑ／ｇ～約１２ｍｅｑ／ｇ、又は約１．０～約６ｍｅｑ
／ｑ、又は約３～約４ｍｅｑ／ｇの電荷密度を有し得る。一態様においては、１つ以上の
カチオン性ポリマーは、５００ダルトン～約３７，５００ダルトンまでの重量平均分子量
、及び約０．１ｍｅｑ／ｇ～約１２までの電荷密度を有し得る。
【００４７】
　アニオン性界面活性剤－組成物は、目的とする適用に基づいて選択された界面活性剤シ
ステムである、様々な洗濯ケア処理組成物のいずれとしても調合され得る。
【００４８】
　一態様においては、組成物は、約０．１重量％～約５０重量％、又は約７重量％～約４
０重量％、又は約１０重量％～約２０重量％のアニオン性界面活性剤を含み得る。好適な
アニオン性界面活性剤の非限定的例は、米国特許出願第１２／０７５３３３号に説明され
るものを含む。一態様においては、アニオン性界面活性剤は、アルキルエトキシスルホネ
ート（ＡＥＳ）を含み得る。一態様においては、組成物は、約５重量％未満、又は約１０
重量％未満、又は約５０重量％未満の直鎖アルキルベンゼンスルホネート（ＨＬＡＳ）を
含み得る。
【００４９】
　一態様においては、組成物は、約４～約１４、又は約８～約１０、又は約９のＨＬＢ値
を有するアニオン性界面活性剤を含み得る。
【００５０】
　一態様においては、組成物のアニオン性界面活性剤及びカチオン性ポリマーは、組成物
のＡＣＤ：ＣＣＤ比率が、約１００～約０．０１、又は約１０～約０．０５又は約５～約
０．１０であり得るように、ＡＣＤ：ＣＣＤ比率に基づいて選択され得る。一態様におい
ては、ＡＣＤ：ＣＣＤ比率は、約５００～１、又は約２００～１、又は約１０～１、又は
約２．３～１であり得る。
【００５１】
　一態様においては、組成物は、洗剤であり得、約２．３：１のＡＣＤ：ＣＣＤ比率を有
し得る。一態様においては、組成物は、添加剤であり得、約０．７９：１のＡＣＤ：ＣＣ
Ｄ比率を有し得る。一態様においては、組成物は、約２０～約２００、又は約３０～約１
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００、又は約４０～約５０ｍｅｑの使用ごとのＡＣＤを有し得る。一態様においては、組
成物は、約５～約１０００、又は約１０～約５００、又は約１５～約７５ｍｅｑの使用ご
とのＣＣＤを有し得る。
【００５２】
　一態様においては、組成物は、約１重量％未満、又は約５重量％未満、又は約１０重量
％未満、又は約５０重量％未満の非イオン性界面活性剤を含み得る。一態様においては、
組成物は、非イオン性界面活性剤から本質的に遊離し得る。
【００５３】
　外部構造剤－一態様においては、組成物は外部構造剤を含み得る。一般的に有機外部構
造剤は、０．００１重量％～１．０重量％、又は０．０５重量％～０．５重量％、又は０
．１重量％～０．３重量％の本明細書における組成物を含むことになる。好適な構造剤は
、例えば、米国特許出願第２００７／１６９７４１Ｂ２号及び同第２００５／０２０３２
１３号において説明される構造剤、及びＴｈｉｘｉｎ（登録商標）として市販されている
硬化ヒマシ油を含む。
【００５４】
　分散剤－一態様においては、組成物は、分散剤を含み得る。分散剤は、最終組成物の約
０重量％～約７重量％、又は約０．１重量％～約５重量％、又は約０．２重量％～約３重
量％の濃度で存在し得る。一態様においては、分散剤は、実質的に水溶性であり得る。
【００５５】
　一態様においては、分散剤は、非イオン性界面活性剤であり得る。好適な非イオン性界
面活性剤は、エチレンオキシドの付加生成物及び、任意に、脂肪族アルコール、脂肪酸、
脂肪族アミンなどとともにプロピレンオキシドを含む。これらは、エトキシル化脂肪族ア
ルコール、エトキシル化脂肪酸、及びエトキシル化脂肪族アミンとして本明細書で言及さ
れ得る。本明細書のこれ以降で説明される特定のタイプのエトキシル化材料は、どれも非
イオン性界面活性剤として利用され得る。好適な化合物には、一般式：Ｒ１－Ｙ－（Ｃ２

Ｈ４Ｏ）Ｚ－Ｃ２Ｈ４ＯＨの界面活性剤が挙げられ、式中、Ｒ１は、１級、２級、及び分
枝のアルキル及び／又はアシル及び／又はアシルヒドロカルビル基、１級、２級、及び分
枝のアルケニルヒドロカルビル基、並びに１級、２級、及び分枝のアルキル－及びアルケ
ニル置換フェノールヒドロカルビル基からなる群から選択され、そのヒドロカルビル基は
、約８～約２０、又は約９～約１８炭素原子のヒドロカルビルの鎖長を有する。本明細書
のエトキシル化非イオン性界面活性剤に対する一般式において、Ｙは、－Ｏ－、－Ｃ（Ｏ
）Ｏ－、又は－Ｏ－であり得、式中、Ｒ１は、存在する場合、本明細書でこれまでに示さ
れた意味を有し、ｚは、少なくとも約４、又は約７～約２５であり得る。
【００５６】
　一態様においては、分散剤は、一般式：Ｒ１Ｏ（ＣＨ（Ｒ２）ＣＨ２Ｏ）ｘ（ＣＨ２Ｃ
Ｈ２Ｏ）ｙＲ３又はＲ１Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｘ（ＣＨ（Ｒ２）ＣＨ２Ｏ）ｙＲ３を有す
る材料を含み得、式中、Ｒ１は、上のように定義され、Ｒ２は、Ｃ１～Ｃ３アルキル単位
であり、Ｒ３は、水素又はＣ１～Ｃ３アルキルであり得る。個々のアルコキシモノマーは
、ブロック様式又は無作為に配列され得る。非限定的例には、ＢＡＳＦのＰｌｕｒａｆａ
ｃ（登録商標）界面活性剤が挙げられる。他の好適な分散剤には、いわゆるプロピレンオ
キシド／エチレンオキシドブロックコポリマーが挙げられ、次の一般的構造を有する：Ｈ
Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｘ（ＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２Ｏ）ｙ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｚＨ。そのよ
うな薬剤には、ＢＡＳＦのＰｌｕｒｏｎｉｃ（登録商標）ＰＥ化合物が挙げられる。
【００５７】
　一態様においては、組成物は、脂肪酸、光沢剤、増白剤、キレート化剤、転染抑制剤、
酵素、酵素安定剤、及びパールエッセンス剤からなる群から選択される洗剤添加剤成分で
あり得る。そのような添加剤は、即時組成物において使用するのに適しており、望ましく
は特定の態様に組み込まれてよい。以下の開示に加えて、そのような他の添加剤の好適な
例及び使用濃度は、米国特許第５，５７６，２８２号、同第６，３０６，８１２　Ｂ１号
、及び同第６，３２６，３４８　Ｂ１号に見出すことができる。
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【００５８】
　有機シリコーン－一態様においては、布地ケア組成物は、約０．１重量％～約３０重量
％、約０．５重量％～約２０重量％、約１．０重量％～約１０重量％、又は約１．５重量
％～約８重量％の有機シリコーンの布地ケア組成物を含み得る。好適な有機シリコーンは
Ｓｉ－Ｏ部分を含み、（ａ）非官能化シロキサンポリマー、（ｂ）官能化シロキサンポリ
マー、及びこれらの組み合わせから選択され得る。有機シリコーンの分子量は、通常、材
料の粘度を参照して示される。一態様においては、有機シリコーンは、２５℃において約
１０～約２，０００，０００センチストークスの粘度を含み得る。他の態様では、好適な
有機シリコーンは、２５℃において約１０～約８００，０００センチストークスの粘度を
含み得る。
【００５９】
　好適な有機シリコーンは、線状、分枝状又は架橋されていてよい。一態様においては、
有機シリコーンは、線状であり得る。
【００６０】
　一態様においては、有機シリコーンは、下記の式Ｉを有する非官能化シロキサンポリマ
ーを含み得、ポリアルキル及び／又はフェニルシリコーン流体、樹脂及び／又はゴムを含
み得る。
　［Ｒ１Ｒ２Ｒ３ＳｉＯ１／２］ｎ［Ｒ４Ｒ４ＳｉＯ２／２］ｍ［Ｒ４ＳｉＯ３／２］ｊ

　　（式Ｉ）
　式中、
　ｉ）それぞれのＲ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、独立してＨ、－ＯＨ、Ｃ１～Ｃ２０アル
キル、Ｃ１～Ｃ２０置換アルキル、Ｃ６～Ｃ２０アリール、Ｃ６～Ｃ２０置換アリール、
アルキルアリール、及び／又はＣ１～Ｃ２０アルコキシ部分からなる群から選択され得、
　ｉｉ）ｎは、ｎ＝ｊ＋２となるように、約２～約１０、若しくは約２～約６、又は２の
整数であり得、
　ｉｉｉ）ｍは、約５～約８，０００、約７～約８，０００、又は約１５～約４，０００
の整数であり得、
　ｉｖ）ｊは、約０～約１０、若しくは約０～約４、又は０の整数であり得る。
【００６１】
　一態様においては、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、メチル、エチル、プロピル、Ｃ４～Ｃ２０

アルキル、及び／又はＣ６～Ｃ２０アリール部分を含み得る。一態様においては、Ｒ２、
Ｒ３及びＲ４のそれぞれは、メチルであり得る。シリコーン鎖の末端をブロックするそれ
ぞれのＲ１部分は、水素、メチル、メトキシ、エトキシ、ヒドロキシ、プロポキシ、及び
／又はアリールオキシからなる群から選択される部分を含み得る。
【００６２】
　本明細書で使用するとき、専門用語のＳｉＯ「ｎ」／２は、酸素及びシリコーン原子の
比率を表す。例えば、ＳｉＯ１／２は、１つの酸素が２つのＳｉ原子の間で共有されるこ
とを意味する。同様に、ＳｉＯ２／２は、２つの酸素原子が２つのＳｉ原子の間で共有さ
れることを意味し、ＳｉＯ３／２は、３つの酸素原子が２つのＳｉ原子の間で共有される
ことを意味する。
【００６３】
　一態様においては、有機シリコーンは、ポリジメチルシロキサン、ジメチコン、ジメチ
コノール、ジメチコンクロスポリマー、フェニルトリメチコン、アルキルジメチコン、ラ
ウリルジメチコン、ステアリルジメチコン及びフェニルジメチコンであり得る。例として
は、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩから入手
可能な、ＤＣ　２００　Ｆｌｕｉｄ、ＤＣ　１６６４、ＤＣ　３４９、ＤＣ　３４６Ｇと
いう商標名で入手可能なもの、及びＭｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅｓ，Ｗａｔｅ
ｒｆｏｒｄ，ＮＹから入手可能な、ＳＦ１２０２、ＳＦ１２０４、ＳＦ９６、及びＶｉｓ
ｃａｓｉｌ（登録商標）という商標名で入手可能なものが挙げられる。
【００６４】
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　一態様においては、有機シリコーンは、環式シリコーンを含み得る。環式シリコーンは
、式［（ＣＨ３）２ＳｉＯ］ｎ（式中、ｎは、約３～約７、又は約５～約６の範囲であり
得る整数である）のシクロメチコンを含み得る。
【００６５】
　一態様においては、有機シリコーンは、官能化シロキサンポリマーを含み得る。官能化
シロキサンポリマーは、アミノ、アミド、アルコキシ、ヒドロキシ、ポリエーテル、カル
ボキシ、水素化物、メルカプト、リン酸スルフェート、及び／又は四級アンモニウム部分
からなる群から選択される、１つ以上の官能部分を含み得る。これらの部分は、二価アル
キレンラジカル（即ち、「ペンダント」）を介してシロキサン主鎖に直接付着し得るか、
又は主鎖の一部であり得る。好適な官能化シロキサンポリマーとしては、アミノシリコー
ン、アミドシリコーン、シリコーンポリエーテル、シリコーン－ウレタンポリマーポリマ
ー、四級ＡＢｎシリコーン、アミノＡＢｎシリコーン、及びそれらの組み合わせからなる
群から選択される材料が挙げられる。
【００６６】
　一態様においては、官能化シロキサンポリマーは、「ジメチコンコポリオール」として
も称される、シリコーンポリエーテルを含み得る。一般に、シリコーンポリエーテルは、
１つ以上のポリオキシアルキレン鎖を有するポリジメチルシロキサン主鎖を含む。ポリオ
キシアルキレン部分は、ペンダント鎖又はターミナルブロックとしてポリマーに組み込ま
れ得る。かかるシリコーンは、米国特許出願第２００５／００９８７５９号、並びに米国
特許第４，８１８，４２１号及び同第３，２９９，１１２号に説明されている。例示的な
市販のシリコーンポリエーテルとしては、ＤＣ　１９０、ＤＣ　１９３、ＦＦ４００が挙
げられ、それらのすべては、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入手
可能であり、様々なＳｉｌｗｅｔ界面活性剤は、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅ
ｓから入手可能である。
【００６７】
　別の態様においては、官能化シロキサンポリマーは、アミノシリコーンを含み得る。好
適なアミノシリコーンは、米国特許第７，３３５，６３０　Ｂ２号、同第４，９１１，８
５２号、及び米国特許出願第２００５／０１７０９９４　Ａ１号に説明されている。一態
様においては、アミノシリコーンは、Ｘ２２明細書に説明され、引用されるものであり得
る。別の態様においては、アミノシリコーンは、式ＩＩ：
　［Ｒ１Ｒ２Ｒ３ＳｉＯ１／２］ｎ［（Ｒ４Ｓｉ（Ｘ－Ｚ）Ｏ２／２］ｋ［Ｒ４Ｒ４Ｓｉ
Ｏ２／２］ｍ［Ｒ４ＳｉＯ３／２］ｊ　　　（式ＩＩ）
　式中、
　ｉ．Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立して、Ｈ、ＯＨ、Ｃ１～Ｃ２０アルキ
ル、Ｃ１～Ｃ２０置換アルキル、Ｃ６～Ｃ２０アリール、Ｃ６～Ｃ２０置換アリール、ア
ルキルアリール、及び／又はＣ１～Ｃ２０アルコキシ部分からなる群から選択され得、
　ｉｉ．それぞれのＸは、独立して、２－１２炭素原子、－（ＣＨ２）ｓ－（ｓは、約２
～約１０の整数である）、－ＣＨ２－ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ２－、及び／又は、
【化１】

　を含む、二価アルキレンラジカルから選択され得、
　ｉｉｉ．それぞれのＺは、独立して、－Ｎ（Ｒ５）２、－Ｎ（Ｒ５）３Ａ－から選択さ
れ得、
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【化２】

　ここで、それぞれのＲ５は、Ｈ、Ｃ１～Ｃ２０アルキル、Ｃ１～Ｃ２０置換アルキル、
Ｃ６～Ｃ２０アリール、Ｃ６～Ｃ２０及び／又は置換アリールから選択され得、それぞれ
のＲ６は、独立してＨ、ＯＨ、Ｃ１～Ｃ２０アルキル、Ｃ１～Ｃ２０置換アルキル、Ｃ６

～Ｃ２０アリール、Ｃ６～Ｃ２０置換アリール、アルキルアリール、及び／又はＣ１～Ｃ

２０アルコキシ部分からなる群から選択され得、Ａ－は、適合性アニオンであり得る。一
態様においては、Ａ－は、ハロゲン化物であり得る。
　ｉｖ．ｋは、約３～約２０、好ましくは約５～約１８、より好ましくは約５～１０の整
数であり得、
　ｖ．ｍは、約１００～約２，０００、又は約１５０～約１，０００の整数であり得、
　ｖｉ．ｎは、ｎ＝ｊ＋２になるように、約２～約１０、若しくは約２～約６、又は２の
整数であり得、
　ｖｉｉ．ｊは、約０～約１０、若しくは約０～約４、又は０の整数であり得る。
【００６８】
　一態様においては、Ｒ１は、－ＯＨを含み得る。この態様においては、有機シリコーン
は、アモジメチコンであり得る。
【００６９】
　例示的な市販のアミノシリコーンとしては、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａ
ｔｉｏｎから入手可能なＤＣ　８８２２、２－８１７７、及びＤＣ－９４９、並びにＳｈ
ｉｎ－Ｅｔｓｕ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅｓ，Ａｋｒｏｎ，ＯＨから入手可能なＫＦ－８７３が
挙げられる。
【００７０】
　一態様においては、有機シリコーンは、アミンＡＢｎシリコーン及び第四級ＡＢｎシリ
コーンを含み得る。かかる有機シリコーンは、一般的に、ジアミンをエポキシドと反応さ
せることによって生産される。これらは、例えば、米国特許第６，９０３，０６１　Ｂ２
号、同第５，９８１，６８１号、同第５，８０７，９５６号、同第６，９０３，０６１号
及び同第７，２７３，８３７号に説明されている。これらは、Ｍａｇｎａｓｏｆｔ（登録
商標）Ｐｒｉｍｅ、Ｍａｇｎａｓｏｆｔ（登録商標）ＪＳＳ、Ｓｉｌｓｏｆｔ（登録商標
）Ａ－８５８（すべてＭｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅｓより）の商標名で市販さ
れている。
【００７１】
　別の態様においては、官能化シロキサンポリマーは、米国特許出願第６１／１７０，１
５０号に説明されているもの等のシリコーン－ウレタンを含み得る。これらは、Ｗａｃｋ
ｅｒ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅｓから、ＳＬＭ－２１２００の商標名で市販されている。
【００７２】
　有機シリコーンのサンプルが分析されるとき、かかるサンプルは、平均、上記の式Ｉ及
びＩＩの非整数の指数を有し得るが、かかる平均指数値は、上記の式Ｉ及びＩＩの指数の
範囲内であることを当業者は理解する。
【００７３】
　レオロジー
　一態様においては、組成物は、２０／秒で約１０センチポアズ～約２０，０００、又は
２０／秒で約１０センチポアズ～２０００、又は約１００センチポアズ～約２０００セン
チポアズの流動粘度を有し得る。他の態様において、組成物は、０．０５／秒で約１０，
０００～約２２５，０００、又は約１０，０００～約５０，０００、又は約３０，０００
ｃｐｓの静止粘度を有し得る。
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【００７４】
　一態様においては、組成物は、構造化相を含んでよく、ここで、構造化相は、１０，０
００ｒｐｍで遠心分離されたとき、組成物の約５％～約１００重量％、又は約１０重量％
～約９０重量％、又は約２０重量％～約８０重量％を含む。一態様においては、相安定性
を調整するために塩が添加されてよい。
【００７５】
　一態様においては、組成物は、遠心分離によって測定された構造化相の約０．５体積％
～約１００体積％又は約５体積％～約９０体積％、又は約１０体積％～約７０体積％、又
は約２０体積％～約５０体積％を含み得る。
【００７６】
　一態様においては、組成物は、３．１４２ｒａｄ／秒のひずみ掃引で測定すると、０．
５Ｐａ～５０，０００ＰａのＧ’を有し、３．１４２ｒａｄ／秒のひずみ掃引で測定され
ると、０．５Ｐａ～５０，０００ＰａのＧ”を有する。１つの態様で、Ｇ’は、約２０％
未満のひずみにおいて、Ｇ”を超えてよい。
【００７７】
　一態様においては、組成物は、複屈折であり得る。
【００７８】
　密度－一態様においては、組成物は、構造化相及び連続的な相を含んでよく、ここで、
構造化相と連続的な相との間の密度の相違は、遠心分離によって分離されたとき、約０．
２～約０．８、又は約０．４～約０．６であってよい。一態様においては、組成物は、構
造化相及び連続的な相を含んでよく、ここで、密度の相違は、約０．２未満であってよい
。
【００７９】
　屈折率－一態様においては、組成物は、下記で定義される屈折率測定で測定されたとき
、約１．３３～約１．６、又は約１．４５～約１．５０の繊維上の屈折率を有する一次粒
子を含み得る。
【００８０】
　遷移温度－一態様においては、構造化相は、約５０℃未満、又は約３０℃未満の遷移温
度を有する。
【００８１】
　希釈－一態様においては、一次及び／又はコロイド粒子は、希釈したうえで形成されて
よく、かかる組成物は、約１部の組成物に対して１０部の洗浄溶液の比率で希釈され、か
かるコロイド状の構造は、約５μｍ～約１０００μｍ、又は約５μｍ～約５００μｍ、又
は約１０μｍ～約２００μｍの粒径を有する。
【００８２】
　別の態様においては、一次及び／又はコロイド粒子は、希釈したうえで形成されてよく
、かかる組成物は、約１部の組成物に対して約３８００部の洗浄溶液の比率で希釈され、
かかる一次及び／又はコロイド粒子は、約０．００５μｍ～約１０００μｍ、又は約０．
０１μｍ～約１００μｍの粒径を有する。
【００８３】
　一態様においては、洗浄条件下で組成物は、一次及び／又はコロイド粒子を含んでよく
、かかる一次及び／又はコロイド粒子は、約０．００５μｍ～約１０００μｍ、又は約０
．０１μｍ～約５００μｍ、又は約０．１μｍ～約１００μｍの粒径を有する。
【００８４】
　一態様においては、洗浄条件下で組成物は、本明細書の試験方法を用いて測定されたと
き、０．１～１００ｒａｄ／秒の周波数で約１０～約１，０００，０００Ｐａ、又は約１
００～約２００，０００Ｐａ、又は約５００～約１００，０００Ｐａの粘弾性率を有する
コアセルベートを含んでよい。
【００８５】
　表Ｉ．組成物特性及びレオロジー。表Ｉは、望ましい粒径を含まない組成物と比較した
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ときの望ましい粒径を含む組成物の安定性を例示する。０．１秒－１における剪断速度（
静止時の組成物に対するレオロジーの測定）は、一般に長期的安定性の指標と見なされて
いる。一態様においては、組成物は、０．１秒－１において、約６，０００ｃｐｓを超え
る剪断速度を有する。　
【表１】

【００８６】
　使用方法
　一態様においては、磨耗耐性、しわの除去及び／又は防止、抗毛玉性、縮み防止、静電
気防止、防皺性、布地柔軟性及び／又は感触、布地形状保持、起泡抑制、洗浄又はすすぎ
中の残留物の減少、及び／又は手触り又は質感の向上、及びそれらの組み合わせからなる
群から選択される利益を提供する方法が開示される。一態様においては、利益は、色の利
益であり得る。
【００８７】
　一態様においては、方法は、本明細書で説明される布地を組成物に接触させる工程を含
んでよく、ここで、組成物は、繊維に対して測定されたとき、約－０．０１～約－１５、
又は約－０．１～約－１０、又は約－１～約－５のΔＬ値を提供する。
【００８８】
　試験方法
　布地損傷プロトコル－新しい黒のＧｉｌｄａｎ社のＴシャツ（「衣類」）（６．１ｏｚ
　１００％防縮加工済の綿、ダブルニードル縫製、シームレス襟、テープ付き首及び肩、
４分の１回転式本体）、ＴＳＣ　Ａｐｐａｒｅｌ，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏから
入手可能、又は好適な同等物を使用する。（工場番号：２０００、工場：Ｇｉｌｄａｎ、
スタイル番号：０２８１　ＧＬ、色：黒、寸法：大又は特大。）４９．６±０．０１グラ
ムの市販の２Ｘ　Ｕｌｔｒａ　Ｔｉｄｅ（登録商標）洗剤を１サイクルごとに使用する。
それぞれの衣類を合計１０回洗浄し、それぞれのサイクルの間に完全乾燥（約１４％の残
留水分）を行う。洗浄条件は、以下の通りである：水：１リットル当たり２．１グラム（
８．１ｇｐｇ）の平均硬度、及び１ｐｐｍの平均塩素を有する水道水。使用する洗濯機は
、Ｋｅｎｍｏｒｅ　８０シリーズ、Ｈｅａｖｙ　Ｄｕｔｙ、Ｓｕｐｅｒ　Ｃａｐａｃｉｔ
ｙ　Ｐｌｕｓ、Ｑｕｉｅｔ　Ｐａｋ、４段階スピードの組み合わせを有する３段階スピー
ドモータ、Ｕｌｔｒａ　Ｒｉｎｓｅ　Ｓｙｓｔｅｍ、モデル番号１１０．６４８３２４０
０。約１６℃（６０°Ｆ）の温度を有する６４．３５リットル（１７ガロン）の水を使用
する、１２分間の「Ｈｅａｖｙ　Ｄｕｔｙ　Ｆａｓｔ／Ｆａｓｔ」サイクルを使用して、
衣類を洗浄する。約１６℃（６０°Ｆ）の温度を有する水を使用して２分間のすすぎを１
回実施する。洗濯機内の衣類の総量は、２．５ｋｇ（５．５ポンド）（又は１１枚のＧｉ
ｌｄａｎのＴシャツ）である。次いで、衣類をＫｅｎｍｏｒｅ　８０シリーズ、Ｈｅａｖ
ｙ　Ｄｕｔｙ、Ｓｕｐｅｒ　Ｃａｐａｃｉｔｙ　Ｐｌｕｓ、Ｑｕｉｅｔ　Ｐａｋ、モデル
番号１１０．６４８３２４００を使用して乾燥する。衣類を約６０分間８６℃（１８６°
Ｆ）の温度で乾燥させる（「Ｃｏｔｔｏｎ　Ｈｉｇｈ」サイクル）。乾燥工程後、衣類は
、一般的に、著しい水分残さないか、又は約１４％の残留含水量である。特に指示がない
限り、洗浄及び乾燥サイクルを合計１０回繰り返す。
【００８９】
　処理プロトコル－試験組成物を、６４．３５リットル（１７ガロン）の１６℃（６０°
Ｆ）の水道水（１リットル当たり約２．１グラム（８ｇｐｇ））を含む、上蓋洗濯機の中
で、１２分間希釈する。次いで、衣類を６４．３５リットル（１７ガロン）の１６℃（６



(17) JP 2012-500892 A 2012.1.12

10

20

30

40

50

０°Ｆ）の水道水（１リットル当たり約２．１グラム（８ｇｐｇ））を使用して２分間す
すぐ。次いで、著しい水分がなくなるまで、（即ち、布地が約１４％の残留水分含有量を
有するまで）衣類を乾燥させる。
【００９０】
　色／外観利益－布地に与えられた色及び外観利益は、例えば、分光測光法を介して（例
えば、本明細書に説明するＨｕｎｔｅｒ分光測光法を介して）測定されるように、ΔＬ値
として画定される布地処理の前後の繊維の屈折率の観点から説明することができる。負の
ΔＬ値によって表されるＬ値の減少は、色の改善（又は、黒化）を示し、それは、再生の
利益を表す。この態様においては、布地のＬ＊値は、その方法を使用して布地を処理する
前後に測定される。差異、又はΔＬは、処理済の布地における「再生」又は外観の改善を
示す。布地のΔＬ値は、損傷した布地を生み出すための布地損傷プロトコルを用いて測定
することができ、次いで処理プロトコルが適用される。Ｌ＊値は、損傷した及び処理済の
布地について測定される。黒のＧｉｌｄａｎ社のＴシャツの典型的なＬ（損傷）値は、約
１２～約１４である。ΔＬ値は、Ｌ（損傷）－Ｌ（処理済）値と同等である。
【００９１】
　屈折率の測定－素材の屈折率は、素材における光の速度と比較した、真空における光の
速度の比率として得てよい。まれな素材の場合、ｎは、典型的に不明であり、測定されな
ければならない。Ｂｅｃｋｅライン法を用いて、粒子は、屈折率の知られた液体の中で分
散させられ、単色光の下で、顕微鏡スライド上で検査される。ベストフォーカスから上記
の粒子へのフォーカスに移行すると、粒子の周囲に形成されたハロ（Ｂｅｃｋｅライン）
が観測され、粒子又は周囲の液体に移行する。Ｂｅｃｋｅラインの移動方向は、より高い
屈折率に向かう。液体の屈折率は、粒子が実質上消失し、粒子及び液体の屈折率が合致し
たことを示すまで、しかるべく変化する。粒子の測定の間、粒子は、溶解又は膨張しない
ことが想定される。屈折率を測定するために、分離したコアセルベートは、顕微鏡スライ
ドのガラス上に配置される。粒子は、屈折率の知られた液体に浸漬され、カバースリップ
によってカバーされる。使用する液体は、ＳＰＩ　Ｓｕｐｐｌｉｅｓから入手可能な、Ｃ
ａｒｇｉｌｌｅ　Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ屈折率液体セットから選択される。液体に浸漬され
たコアセルベートは、光源に配置された５８９ｎｍの干渉フィルターを用いた軸方向の照
明に設置された光学顕微鏡セット上でベストフォーカスに調節される。液体（不明）と比
較した、粒子（不明）の屈折率の相対値は、粒子の周囲に形成されたハロであるＢｅｃｋ
ｅラインの移動方向を観測することにより測定される。Ｂｅｃｋｅラインは、コアセルベ
ートの上部にフォーカスしたとき、より高い屈折率の方向に向かって移動し、粒子の下部
にフォーカスしたとき、逆により低い屈折率に向かって移動する。粒子を屈折率の知られ
た液体に浸漬し、Ｂｅｃｋｅラインの移動を観測するプロセスは、コアセルベートの屈折
率が合致するか、２つの値の間で画定するまで体系的に反復される。
【００９２】
　粒子定寸－純生成物における粒径及び構造（即ち、本明細書で説明されるような希釈さ
れていない組成物）は、光学顕微鏡検査を介して測定される。純生成物の一滴が、ガラス
の顕微鏡スライド上に配置され、ガラスのカバースリップでカバーされる。コアセルベー
ト粒子は、液体結晶性特性を示すそれらの複屈折の特質によって特定される。これらのコ
アセルベート粒子は、その複屈折の特質によって、及びカチオン性ポリマーがなく、それ
故にコアセルベート形成物がない処方の検査、又は混合物の中の他の成分の体系的な評価
のいずれかとの両方によって、処方の他の可能な微粒子の中から特定されることができる
。一次粒子及びコロイド状の粒径の定量化は、顕微鏡検査画像の画像解析によって完了さ
れる。しばしば強化された対比技術は、差異干渉対比、相対比、偏光、及び／又は蛍光染
料の使用を含む、コアセルベート粒子と周囲の液体との間の対比を改善するために用いら
れる。得られた画像及び粒径が混合物全体を表していることを保証するために、更なる液
滴が撮像される。
【００９３】
　希釈された状態で、粒径は、顕微鏡検査（上述の光学顕微鏡検査、又は粒子が光学顕微
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鏡検査によって可視化されるのに小さすぎる場合は電子顕微鏡検査）及び／又はＭｉｅ理
論によるレーザー回折、又は集束ビーム反射率モードなどのレーザー散乱技術を用いて測
定されてよい。顕微鏡検査は、溶液中の他の可能な微粒子の中から特定のコアセルベート
粒子を特定するために用いられ、散乱技術は、より迅速な粒径の定量化を提供することか
ら、しばしばこれらの技術はともに用いられる。散乱方法の選択は、対象の粒径及び溶液
中の粒子の濃度レベルに依存する。動的光散乱法（ＤＬＳ）では、粒子のブラウン運動に
よる拡散光の変動が測定される。これらの変動は、拡散係数を入手し、それに従い、粒子
の流体力学半径を得るために相互に関連付けられる。これらの技術は、粒子が数マイクロ
メートル未満で、溶液の状態が希薄であるときに用いられる。レーザー回折では、粒子に
よって拡散された光は、異なる角度で配置された一連の検出器によって観測される。後方
散乱検出器の使用及びＭｉｅ理論は、１マイクロメートル未満の粒径の検出を可能にする
。この技術は、ＤＬＳと比較してより広い寸法範囲にある粒子を測定するために利用する
ことができ、寸法の差異が十分に有意であるならば、２つの粒径の集団の解像度（一次粒
子及びコロイド粒子など）を測定することができる。集束ビーム反射率測定値（ＦＢＲＭ
）では、粒径分布の「指紋」である、コード長分布が得られる。ＦＢＲＭでは、集光レー
ザービームが円軌道で粒子全体をスキャンし、ビームが粒子全体をスキャンするときに、
後方拡散光が光のパルスとして検知される。パルスの持続時間は、コード長に変換され、
毎秒、何千ものコード長を測定することによってコード長分布が出力される。レーザー回
折の場合と同様に、寸法の差異が十分であるならば、２つの寸法の集団の検出が得られる
。この技術は、粒子がおよそ１マイクロメートルを超えるときに用いられ、溶液中の濁度
及び／又は粒子濃度が高いときに特に有用である。
【００９４】
　洗浄条件下の希釈－粒径及び／又はレオロジーの特徴化のための洗浄条件下でのサンプ
ルの調製は以下の通りである：５０．５グラムのＴｉｄｅ　２Ｘ、Ｔｈｅ　Ｐｒｏｃｔｅ
ｒ　ａｎｄ　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｏｍｐａｎｙ（２０．０６％のＡＥＳ、２．６７％のＨＬ
ＡＳ及び０．８０％の非イオン性界面活性剤含有）から入手可能、及び８０グラムのサン
プル組成物をＫｅｎｍｏｒｅ　８０シリーズ、Ｈｅａｖｙ　Ｄｕｔｙ、Ｓｕｐｅｒ　Ｃａ
ｐａｃｉｔｙ　Ｐｌｕｓ、Ｑｕｉｅｔ　Ｐａｋ、４段階スピードモータの組み合わせを有
する３段階スピードモータ、Ｕｌｔｒａ　Ｒｉｎｓｅ　Ｓｙｓｔｅｍ、モデル番号１１０
．２５８４２４００の上蓋洗濯機に加える。「Ｈｅａｖｙ　Ｄｕｔｙ　Ｆａｓｔ／Ｆａｓ
ｔ」サイクル（約１６℃（６０°Ｆ）の温度で６４．３５リットル（１７ガロン）の水を
有する）を使用して混合物を機械内で攪拌させ、１２分後に停止する。水質は、１リット
ル当たり１．６グラム（６ｇｐｇ）である。本明細書に説明する粒径又はレオロジーの特
徴化のために、サイクルを停止した直後に溶液のサンプルを抽出する。
【００９５】
　レオロジー／接着マッピング－材料の周波数依存性は、線形粘弾性条件下で実施される
周波数掃引から得られる。構造相（粒子を含む）は、実質的に透明な上清によって示され
るように、粒子を単離するのに十分な速度及び時間での遠心分離によって洗浄溶液から分
離される。遠心分離の結果、合体した粒子を含む粘稠なジェル状の層が下相として形成さ
れ、かつ分離される。低粘度の上清が存在する。上清は、更なる試験のためにデカントさ
れ、ジェル状の層が単離される。線形粘弾性領域は、以下の通り特定される：平衡のプレ
ート形状（１２ｍｍ、又は２５ｍｍ、当業者には容易に理解されるように、ゲル相の弾性
率に基づき選択）を具備する応力制御レオメーターを使用して、Ｇ’（弾性率）及びＧ”
（粘性率）が応力関数として測定され、動的応力掃引が、固定した周波数の１ｒａｄ／ｓ
で実施される。線形粘弾性領域は、Ｇ’及びＧ”が一定である応力範囲、即ち、独立応力
として画定される。次いで、Ｇ’及びＧ”が０．１と１００ｒａｄ／ｓとの間の周波数関
数として測定される動的応力掃引を、この線形粘弾性レジーム内の応力で実施する。次い
で、粘弾性「ウインドウ」を、ｙ軸上のＧ’及びｘ軸上のＧ”をプロットすることによっ
て形成し、ウインドウの右上隅は、高周波点、即ちＧ”（１００ｒａｄ／ｓ）に対応し、
左下隅は、低周波点、即ちＧ”（０．１ｒａｄ／ｓ）、Ｇ’（０．１ｒａｄ／ｓ）に対応
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【００９６】
　粒径、屈折率及びレオロジー／粘着剤マッピング試験方法は、消費者製品の組成物及び
成分を評価するために採用され得る。代表的な、生成物カテゴリーの非限定的リストには
、制汗剤、ベビィケア、コロン、商品（卸売り、工業的及び商業マーケット類似品から消
費者指向性消費者製品までを包含する）、化粧品、デオドラント、食器洗い、女性保護、
ヘアケア、ヘアカラー、ヘルスケア、家庭用洗剤、失禁ケア、洗濯、口腔ケア、紙製品、
パーソナルクレンジング、使い捨て吸収性物品、ペットヘルス及び栄養素、処方薬、プレ
ステージフレグランス、スキンケア、スナック及び飲料、特別な布地ケア、剃毛並びにそ
の他の育毛管理製品が挙げられる。例示的な製品の形態及びブランドが、Ｔｈｅ　Ｐｒｏ
ｃｔｅｒ　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｏｍｐａｎｙのウェブサイトｗｗｗ．ｐｇ．ｃｏｍ、及
びそのサイト上に見出されるリンク先のサイトに記載されている。上で列記された生成物
以外の生成物カテゴリーの一部である消費者製品の評価又は測定のために、１つ以上のこ
れらの試験方法が有用であることが理解されるべきである。
【実施例】
【００９７】
【表２】
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【表４】

　１．直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩
　２．中鎖分枝状直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩
　３．ラウリルトリメチル塩化アンモニウム
　４．高揮発性ヤシ核脂肪酸
　５．プロテアーゼ、バチルスアミロリケファシエンス由来の洗剤プロテアーゼの遺伝子
組み換えされた変異型
　６．ポリエチレンイミンＭＷ６００　ＥＯ２０
　７．ジエチレントリアミンペンタアセテート
　８．二ナトリウム４，４’－ビス｛［４－アニリノ－６－モルホリノ－ｓ－トリアジン
－２－ｙｌ］－アミノ｝－２，２’－スチルベンジスルフォネート
　９．塩化ジアリルジメチルアンモニウムのホモポリマー、ポリマー分子量約１００，０
００～約１５０，０００
　１０．塩化ジアリルジメチルアンモニウムのホモポリマー、ポリマー分子量約５，００
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　１１．ジメチルジアリル塩化アンモニウムとアクリル酸のコポリマー、分子量約４５０
，０００～５５０，０００ダルトン
　１２．ジメチルアミンのターポリマー－エピクロロヒドリン－エチレンジアミン
　１３．ポリ（アクリルアミド－コ－メタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウ
ム硫酸メチル）
　１４．ジメチル、メチル（ポリエチレンオキシドアセタート末端）シロキサン
　１５．エトキシル化テトラエチレンペンタミン
　１６．Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミン
【００９８】
　実施例：作成方法
　塩基組成物は、皿底タンクに表４の成分材料を加えることによって作成される。成分材
料は、混合物中に混入された空気量を最小限にするために手で混合される。完全に混合さ
れると、得られた塩基組成物は、透明及び等方性であり、２０秒－１で約２００～約８０
０ｃｐｓの粘度を有する。７１リットルの塩基組成物は次いで、２５リットルの等方性ポ
リマー溶液と合わされる。ポリマー溶液を生成するために、純ポリマー（Ｎａｌｃｏ、Ｍ
ｅｒｑｕａｔ　１００、～４０％活性物質）は、１１．９％の活性物質ポリマー溶液を生
成するために水で希釈される。塩基組成物は、ウォークシャポンプモデル（００６０２）
を用いて３５００ｇ／分の割合で供給され、ポリマー溶液は、ポンプ（Ｍｏｙｎｏ、Ｅ４
ＡＳＳＦ３－ＳＫＡ）を用いて１２６５ｇ／分の割合で供給される。ポリマー溶液及び塩
基組成物は同時に、研磨機（ＩＫＡ　ＤＲ２０００／５、２つの細かい研磨セット、５０
％エネルギー設定）の先端に供給される。ポリマー溶液は、ポリマー溶液が研磨セットの
先端のできる限り近くに接触することなく供給されるようにして、管の中へ挿入されたデ
ィップチューブを介して供給され、それによってポリマー導入と塩基組成物の分散との間
の空隙を取り除く。上述の塩基組成物とポリマー溶液の混合が終わると、コロイド粒子を
含む混合物が生成される。コロイド粒子の獲得成功は、生成物中に懸濁させたコロイド粒
子の分散した相を、顕微鏡検査を介して目視でき、この工程で確認することができ、この
コロイド粒子は、約１０～２０ｕｍの直径を有する。コロイド粒子の獲得成功はまた、交
差偏光顕微鏡検査を用いて、分散した相の複屈折の可視的な領域の観察結果を介して検証
することができる。
【００９９】
　ポリマー溶液の流れ及び塩基組成物の流れが上述のように合わされ、コロイド粒子を含
む混合物が得られた後、Ｅｌｅｍｅｎｔｉｓから入手可能なヒマシ油の有機誘導体である
、Ｔｈｉｘｃｉｎ（登録商標）３．７５リットルが、塩基組成物に用いるそれ（Ｗａｕｋ
ｅｓｈａ、００６１８？）に類似したウォークシャポンプを用いて、１９０ｇ／分の流量
で導入される。Ｔｈｉｘｃｉｎ（登録商標）は、構造剤のコロイド生成物の中への迅速な
分散を確実にするために静電気ミキサー（１２要素ＳＭＸ静電気ミキサー（１インチの寸
法）（Ｓｕｌｚｅｒ　Ｃｈｅｍｔｅｃｈ）を介して、研磨機のアウトプットに組み入れら
れる。生成物が５ｋｇ／分の流量で１２要素１インチ直径の静電気ミキサーを通過すると
き、混合は完了する。生成物は次いで、保管容器に移される。最終生成物は、低剪断力（
０．５秒－１）で約２０，０００～５０，０００、高剪断力（２０秒－１）で約２００～
６００ｃｐｓのレオロジー特性を有する。すべての処理工程は、２０℃で実施される。
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【表５】

　本明細書全体にわたって記載されるあらゆる最大数値限定は、それより小さいあらゆる
数値限定を、そのような小さい数値限定が本明細書に明示的に記載されたものとして包含
すると理解されるべきである。本明細書全体を通じて記載される最小数値限定は、それよ
り大きいあらゆる数値限定を、そのような大きい数値限定が本明細書に明確に記載されて
いるかのように含む。本明細書全体を通じて記載される数値範囲は、そのようなより広い
数値範囲内に入るそれよりも狭いあらゆる数値範囲を、そのようなより狭い数値範囲がす
べて本明細書に明確に記載されているかのように含む。
【０１００】
　本明細書に開示される寸法及び値は、列挙された正確な数値に厳しく制限されるものと
して理解されるべきでない。それよりむしろ、特に指定されない限り、こうしたそれぞれ
の寸法は、列挙された値とその値周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味することを意図
する。例えば、「４０ｍｍ」として開示される寸法は、「約４０ｍｍ」を意味するものと
する。
【０１０１】
　本明細書で引用される、相互参照付きの、又は関連する、特許及び出願を含むいずれの
文献も、明白に排除されない限り、また別の方法で制限されない限り、本明細書にその全
体が参照によって組み入れられる。いずれの文献の引用も、こうした文献が本明細書中で
開示又は特許請求の範囲に記載されるいずれかの発明に対する先行技術であることを容認
するものではなく、また、こうした文献が、単独で、あるいは他のあらゆる参照文献との
組み合わせにおいて、こうした発明のいずれかを参照、教示、示唆又は開示していること
を容認するものでもない。更に、本文書における用語のいずれかの意味又は定義が、援用
文献における同一の用語のいずれかの意味又は定義と相反する限りにおいては、本文書に
おいてその用語に与えられた意味又は定義を優先するものとする。
【０１０２】
　本発明の特定の実施形態について説明し記載したが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱す
ることなく他の様々な変更及び修正が可能であることが当業者には自明である。したがっ
て、本発明の範囲内にあるそのようなすべての変更及び修正を、添付の書類名特許請求の
範囲で扱うものとする。
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